
第２章 中国の障害者雇用法制

はじめに

２００６年に実施された第２次全国障害者サンプル調査によれば，中国には

人口の６．３４％，８２９６万人の障害者がいると推計されている。障害者のいる世

帯数は７０５０万戸であり，全世帯の２割近くに及ぶ。しかしながら，障害者

の就業率は３０％と全国の就業率７２％の半分以下であり，１９８７年の第１次全国

障害者サンプル調査当時の障害者の就業率３６％よりも悪化している。市場

経済化が進み中国全体では急速に経済が発展するなか，多くの障害者は独

立した経済的手段を有することができず，経済発展の恩恵にあずかること

ができていないことが示唆される（小林［２０１０b］）。

中国は，１９８７年に ILOの「職業リハビリテーション及び雇用（障害者）条

約」（第１５９号）を批准し，政府が障害者の労働就業条件を創造していく方針

を明らかにし，１９９０年に制定した障害者保障法では障害者雇用に関する一

章が設けられた。また，中国は２００８年８月に国連の障害者権利条約を批准

し，履行の義務を負う締約国となっている。中国は障害者権利条約が謳う

働く権利，非差別，機会均等など障害者の労働・雇用の権利をどのように

実現しようとしているのか。本章では，初めに中国の障害者の就労実態を

概観して問題点を確認する。つぎに中国の障害者雇用法制，とくに中国の

障害者雇用の柱となっている福祉企業を中心とした集中就業および障害者

割当雇用制度を核とする分散就業について考察する。そして最後に，中国
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における労働の権利と差別禁止について検討する。

第１節 障害者の就労実態

第１次全国障害者サンプル調査の数値で推計すると１９８７年の１５歳以上の

障害者の就業率は３６％であったが（小林［２０１０b：４４］）（１），２００６年の第２次調

査では障害者の全国就業率は約３０％となり減少がみられる。非障害者を含

めた全国の就業率の７２％と比較すると，障害者の就業率は半分以下であり，

より多くの障害者が独立した経済的手段を有していないことがわかる（表１）。

障害種別の就業率は，視覚障害者（２８％），聴覚障害者（３１％），言語障害者

（５５％），肢体障害者（３４％），知的障害者（３８％），精神障害者（３４％），重複

障害者（１９％）となる（第二次全国残疾人抽様調査弁公室［２００７b］）。また，都

市部と農村部に分けてみると，都市部の障害者の就業率は１７％，農村部は

３６％であった。

表２は就業できている障害者の職種別割合を示している。障害者の７５％

が農村部に居住していることもあり（２），農林水産業に従事している障害者が

最も多く７７％を占めている。そのつぎが，製造輸送従事者（１０％），営業・

サービス（８％），事務職（２％），

専門職（２％）とつづく。農林水

産業従事者が多いこともあるが，

非障害者を含めた全国の職種別

割合と比較するとホワイトカ

ラーとして就業している障害者

は相対的に少ないことがわかる。

ただし障害者のなかでは，営

業・サービス職，事務職，専門

職に就く肢体障害者の割合は他

の障害種別と比較するとやや高

い。

障害者 割合（％）

人 口 ８，２９６万人 ６．３４

世 帯 数 ７，０５０万戸 １７．８

障害者（％） 全体（％）

非識字率 ４３．２９ ９．３１

就 業 率 ３０．３８ ７２．４３

世帯収入
（一人当たり） 障害者 全 体

都 市 部 ４，８６４元 １１，３２１元

農 村 部 ２，２６０元 ４，６３１元

表１ 障害者の状況

第２次全国障害者サンプル調査（２００６年４月１日）

（出所） 第二次全国残疾人抽様調査辧公室［２００７］
を基に筆者作成。
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第２節 障害者雇用法制の発展

中国の障害者に関する雇用法制は，１９８２年の憲法，１９９０年の障害者保障

法（３）および２００７年の障害者就業条例（４）を軸に形成されている。労働者の合法

的権利利益の保護と労働関係を調整する１９９４年の労働法（５）は「障害者，少数

民族，退役軍人の就業については法律，法規に特別規定がある場合は，そ

の規定に従う」（第１４条）とのみ定め，特別法によって律することとしてい

る。２００７年に制定された就業促進法（６）は，公平な就業や就業サービスなどに

ついて定めたものであり，障害者の就業についてもこれまでに出されてい

た政策をまとめる形で，税制上の優遇，就業の配慮，労働権の保障，差別

の禁止，就業促進のための措置が改めて明記されている（７）。しかしながら，

具体的な規定については国務院の条例や地方の実施規定などを予定してい

る。

１．憲法

１９８２年に制定された現行憲法は，それまでの高齢者，疾病者または労働

能力喪失者に対する社会保険，社会救済，医療衛生の提供という一般的な

農林水産
従事者

製造輸送
従事者

営業・サ
ービス職 事務職 専門職 経営者・

責任者 その他

全 体 ５６ ２０ １２ ４ ５ ２ ０

障害者 ７７ １０ ８ ２ ２ ０ ０

視覚障害者 ８５ ５ ６ ２ １ ０ ０

聴覚障害者 ８４ ８ ５ １ １ ０ ０

言語障害者 ７７ １５ ６ １ １ ０ ０

肢体障害者 ６６ １３ １４ ３ ３ １ ０

知的障害者 ８２ １２ ５ １ ０ ０ ０

精神障害者 ８３ ８ ６ ２ １ ０ ０

重複障害者 ８０ １２ ６ １ ０ ０ ０

表２ 就業者の職種別割合
（％）

（出所） 第二次全国残疾人抽様調査弁公室［２００７］を基に筆者作成。
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社会保障の規定に加え，初めて障害者について言及し，「国家と社会は視覚・

聴覚・言語障害その他の身体障害をもつ公民の労働・生活と教育を援助し

処置する」という明文規定を設けた（第４５条）。憲法第４２条第１項は「中華

人民共和国公民は，労働の権利および義務を有する」と謳っており，その

権利・義務を履行するために，障害者については国家が仕事を手配し，援

助するものとしている。これを根拠に，以下の法律および条例などが制定

されている。

２．障害者保障法

中国の障害者法制の中核は，１９９０年１２月２８日に制定された「障害者保障法」

である。障害者保障法は，２００８年の改正によって若干条文が増え，全９章

６８条となった。章構成は，総則，リハビリテーション，教育，労働就業，

文化生活，社会保障，バリアフリー環境，法律責任および附則の９章であ

る。本法実施のため，地方の各省・自治区・直轄市の政府は実施規則を制

定し，いくつかの分野では国務院の条例が整備されてきた。たとえば，１９９４

年には「障害者教育条例」が国務院によって制定され，２００７年にはつぎに

概説する「障害者就業条例」が公布されている。

障害者保障法は第４章で労働就業について定めている。改正前の９ヵ条

から改正後は１１ヵ条に増えている。まずは，中国の方針として国家は障害

者の労働の権利を保障することが宣言され，各レベルの人民政府に対して

障害者の就業について統一的に計画し，障害者が就業できる条件を作り出

すべきであると規定している（第３０条）。教育の権利と同様に労働の権利は

１９９０年の障害者保障法の制定当時から国家が保障する権利として明示され

ている。

第３１条は，中国が採用している障害者雇用政策を示している。すなわち，

中国における障害者の労働就業は，「集中」と「分散」を相互に結び付ける

方針を実行することとしている。「集中」とは，政府または社会が設立した

障害者福祉企業，盲人按摩機構およびその他の福祉的単位に障害者を集め

て就業させることである（第３２条）（８）。「分散」とは，障害者割当雇用制度に
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基づいて障害者が国家機関，社会団体，企業事業単位などに就業したり（第

３３条），障害者が自ら起業して自営業を営んだり（第３４条），植栽・養殖・手

工業に従事したり（第３５条）することである。障害者雇用率の割合，未達成

の場合の責任など具体的な内容は国務院が定めることになっており，障害

者保障法の改正に先立って制定された障害者就業条例のなかで規定されて

いる（次項参照）。

障害者雇用の奨励策については，障害者雇用率を超過した企業，障害者

を集中雇用した単位，自営業に従事する障害者に対する税制優遇のほか，

生産，経営，技術，資金，物資，敷地などの支援を行うことが定められて

いる。また，地方人民政府または関係部門は障害者の福祉的企業が優先的

に生産または経営できる適切な製品および事業ならびに障害者の福祉的企

業の生産性の特徴を考慮して独占的に生産できる製品を指定すること，政

府調達においては条件が同等の場合は障害者の福祉的企業の製品またはサー

ビスを優先して購入すべきこと，地方人民政府は障害者の就業に適した公

益性ポストを開拓しなければならないこと，障害者が個人経営に従事する

ことを申請した場合は優先的に営業許可証を発給しなければならないこと

などが列挙されている（第３６条）。

障害者に対する職業紹介および職業訓練については，政府関連部門が設

立した公共の就業サービス機構は障害者に無料で就業サービスを提供すべ

きこと，障害者連合会（９）が設立する就業サービス機構は無料の職業指導，職

業紹介，職業研修を組織することとされている（第３７条）。

労働・就業における差別の禁止については，「従業員の募集，正職員への

採用，昇級，職階名審査（１０），労働報酬，生活面の福祉，休憩休暇，社会保

険等の分野において，障害者を差別してはならない」と定められている（第

３８条第２段）。差別禁止の適用範囲については，本規定の前段が「国家は障

害者の福祉的単位の財産所有権および経営自主権を保護し，その合法的権

利利益は侵されない」（第３８条第１段）と福祉企業の経営自主権について記す

条文となっていることから，福祉企業のみを対象としているとする説もあ

るが，保護すべき対象として福祉企業と障害従業員が併記されたにすぎな

いとみるべきである。次項で述べる障害者就業条例では明示的に，機関，

第２章 中国の障害者雇用法制

59



団体，企業，事業単位および民間が設立した非企業単位を含む雇用単位は

賃金や待遇において障害従業員を差別してはならないことが定められてお

り（条例第１３条），福祉企業以外も広く対象とされているからである。

障害者権利条約が定める合理的配慮については，障害者保障法は定めて

いないものの，第３８条第３段は「障害従業員が所属する単位は，障害従業

員の特性を考慮して適切な労働条件および労働保護を提供し，実際のニー

ズに基づいて労働場所，労働設備および生活施設を改造しなければならな

い」と定めている。

３．障害者就業条例

障害者保障法に基づいて障害者の雇用を律する条例として国務院によっ

て制定されたのが２００７年の障害者就業条例である（１１）。本条例は，総則，雇

用単位（１２）の責任，保障措置，就業サービス，法律責任，附則の全６章３０条

からなる。総則では，障害者保障法が労働・就業の章で定めた内容が若干

具体的に表記，確認されている。すなわち，国は障害者の就業に関して「集

中」就業と「分散」就業を結合させた方針を実行して障害者の就業を促進

すること，県レベル以上の政府は障害者就業を「国民経済・社会発展計画」

に組み込み，優遇政策および具体的な保護措置を制定して障害者の就業条

件を整えること（第２条），就業における障害者差別を禁止することなどが

掲げられている（第４条）。県レベル以上の政府が障害者事業に関する機構

に責任を負い，障害者就業事業が順調に進むよう関連部門を組織，調整，

指導，監督する（第５条）。ただし，障害者就業事業の具体的な実施および

監督については，法律，法規ならびに政府の委託を受けて，中国障害者連

合会およびその地方組織がその任を負うことが明示されている（第６条）。

障害者就業条例の各則のうち，中国の障害者雇用の柱となっている集中

就業および分散就業について次節以下で概説する。
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第３節 集中就業

１．障害者集中雇用単位

政府および社会が設立した障害者福祉企業，盲人按摩機構およびその他

の福祉的単位（以下，障害者集中雇用単位と略す）は，集中して障害者就業を

配置する。障害者集中雇用単位の資格認定については国の関連規定に基づ

くが（障害者就業条例第１０条。以下，同条例），少なくともフルタイムで働く

障害従業員の割合が当該単位の在職従業員総数の２５％以上である必要があ

る（第１１条）。

障害者福祉企業とは，福祉的な性質を有する特殊企業である。古くから

障害者を集中的に配置する企業として存在し，２０１０年末現在，各種の福祉

企業数は２万２０００社余り，障害者の就業者数は６２万５０００人となっている。各

種社会福祉企業については，各レベルの民政部門が統一的に管理してきた（１３）。

福祉企業は工商行政管理機関に登記され，民政部門がその社会福祉的性質

を審査する。盲人按摩機構は，盲人医療按摩機構および保健按摩機構の２

種類を包含する。盲人按摩医院・診療所などの盲人医療按摩機構は衛生行

写真１ 障害者就業保障金から補助を受けた盲人按摩店。

（筆者撮影）
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政部門に登記され，盲人保健按摩院・所など保健按摩機構は工商行政管理

機関に登記される。その他の福祉的単位とは，作業療法機構（工療機構），

介護と就業が相互に結びついた組織（托養服務工場），職業リハビリテーショ

ンと就業が相互に結びついた組織（職業康復工場）など，障害者を集中的に

配置することを目的とした，各種企業，事業組織，民間非企業組織を指し，

規定する比率の障害者を雇用すれば障害者集中雇用単位として認定される

（中国残疾人聯合会教育就業部ほか［２００７：３２―３３］）。盲人按摩機構ならびに作

業療法機構などの障害者集中雇用単位は，県レベル以上の障害者連合会に

認定の申請をする（１４）。

国家は，障害者集中雇用単位に対して，法律に基づいて税制優遇を与え，

かつ，生産，経営，技術，資金，物資，敷地使用等について扶助する（第１７

条）。県レベル以上の政府および関連部門は，障害者の生産，経営に合致す

る製品，プロジェクトを確定し，障害者集中雇用単位に優先的に生産また

は営業させ，また障害者集中雇用単位の生産の特徴に基づいてその障害者

集中雇用単位が独占生産する製品を確定，さらに，政府調達においては，

同等の条件下では，障害者集中雇用単位の製品またはサービスを優先して

購入すべきことと定められている（第１８条）。

障害者集中雇用単位と認定するための雇用率は，従来は１９９０年の「社会

福祉企業管理暫定規則」（１５）によって当該福祉企業の「生産」人員総数の３５％

以上とされてきた。これはもともと福祉企業が福祉工場とも呼ばれ，障害

者は主として生産ラインの単純作業に従事していたことによる。２００７年の

条例制定にあたって，条例が定める障害者集中雇用単位においては，すで

に障害者の職種の拡大を想定していることから生産に従事する人員という

概念では対応できず，新たに雇用単位の従業員総数を基準とすることになっ

た。その際，従来の福祉企業の生産人員の３５％は，企業の従業員総数の２７％

に相当すると見積もられ，その結果条例では２５％に決められたとされる（中

国残疾人聯合会教育就業部ほか［２００７：３４］）。

障害者集中雇用単位に対する税制の優遇は，実際に配置した障害者数に

応じた，増値税の納税時即還付（即徴即退）または営業税の軽減による（１６）。

具体的な額は，県レベル以上の税務機関が，雇用単位の所在する区・県の
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最低賃金の６倍を適用して確定する。ただし，障害者一人当たり毎年３万

５０００元を超過してはならない。

さらに，各種所有制企業（個人独資企業，組合企業，個人経営戸を除く），事

業単位，社会団体および民間非企業単位として税務登録されている雇用単

位については，障害者に支給した実際の賃金を企業所得から控除し，かつ

障害者に支給した実際の賃金の１００％を加算して控除することができる。

上記税制優遇を受けるためには，福祉企業，盲人按摩機構，作業療法機

構，その他の単位など障害者を配置して就業させている単位は，下記の五

つの条件を満足させ，かつ関連部門の認定を受ける必要がある。この条件

とは，（１）障害者と１年以上の労働契約または服務協議書を締結し，かつ障

害者が実際のポストに配置されていること。（２）雇用単位の在職従業員総数

に占める実際のポストに配置されている障害者の月平均割合が２５％以上で

あり，かつ実際のポストに配置されている障害者の数が１０人以上であるこ

と。（３）雇用単位の所在する区・県政府に，国家が定める基本養老保険，基

本医療保険，失業保険および労災保険等の社会保険制度に従って，配置さ

れている障害者に応じて毎月必要額が納付されていること。（４）配置した障

害者に対する銀行等金融機関を通じた実際の賃金支給額が，省レベルの政

府が承認した雇用単位の所在する区・県が適用している最低賃金を下回っ

写真２ LED看板の基板を作る障害者集中雇用単位。

（筆者撮影）
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ていないこと。（５）配置した障害者がポストに就いて働くための基本施設が

整備されていること，である。

民政部門が行う福祉企業の資格の認定（１７）ならびに障害者連合会が行う，

盲人按摩機構，作業療法機構，その他障害者集中雇用単位の資格の認定（１８）

のためには，上記に加えて，つぎの二つの条件を具備する必要がある。（１）配

置した障害従業員が「障害者証」あるいは「障害軍人証」を有する障害者

であること。（２）配置した障害従業員が適切な職種，ポストを有し，実際に

そのポストに就いてフルタイムの仕事をし，かつ他の雇用単位に重複して

就業している状況がないこと，である。なお，盲人按摩機構の資格認定作

業は，県レベル以上の地方障害者連合会に所属する障害者就業サービス機

構が担当する。

２．福祉企業の課題

福祉企業による障害者の集中就業は，計画経済体制下で障害者就業の問

題を解決する主要な形式であった。しかし，１９９２年に社会主義市場経済体

制の確立が国家の経済体制改革の目標に掲げられて以降，国有企業や集団

企業など計画経済の性格が色濃かった福祉企業は，制度改革や市場におけ

る競争の影響を受けてきた。福祉企業は一般に労働集約型の企業であり，

就業者の多くが技能も生産能力も高くない障害者であったため企業として

の競争力は弱く，基本的には国家の税制優遇政策に頼って経営が維持され

てきた（陳・王［２００８：１０４］）。したがって，福祉企業の多くは国有企業が直

面していた「関，停，併，転」（１９）の問題によってその数を減らすこととなっ

た（陳ほか［２００８：７３］）。それに加えて，税制優遇政策の変更によって福祉

企業の経営はいっそう難しくなった。また，計画経済体制で採られていた

統一的手配（統包統分）によって障害者を福祉企業に就業させる方法は困難

となっていった（林［２００８：９３］）。その結果，福祉企業の雇用吸収能力は低

下し，また福祉企業で集中就業できていた障害従業員も社会に放出される

という問題が生じた（表３）。

税制優遇政策の変更のなかで一番大きな影響を与えたのは，現在の税制
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優遇を定めている２００７年の

「障害者の就業を促進する

税制優遇政策に関する通

知」（財政部国家税務総局関於

促進残疾人就業税収優恵政策

的通知）の公布である。障害

者を集中就業させる企業を

設立する投資主体の多様化

を狙ったものであり，優遇

税制の適用範囲が拡大されたものの，それに伴って優遇内容が縮小された。

従来，優遇税制を受けられる企業は１９９４年の国家税務局「民政福祉企業の

流転税徴収に関する通知」（関於民政福利企業徴収流転税的通知）において

「民政，郷鎮，街道が設立した福祉企業」のみとされていたが，２００７年の

通知により福祉企業でなくとも一定の条件を満たすことで適用対象となる

ことが定められた。雇用すべき最低割合も改訂され，従来は，視覚障害者，

聴覚障害者，言語障害者，肢体障害者の「四残」といわれた障害従業員が

企業の生産人員の３５％以上を占める企業が社会福祉企業として認定され，

税制優遇が受けられたが，２００７年の通知では，障害者数の下限は従業員総

数の２５％以上に引き下げられ，また企業の投資主体にかかわらず障害者集

中雇用単位として税制優遇が受けられるようになった。ただし，２００７年か

ら優遇税制を受ける企業は，最低１０人の障害従業員を配置しなければなら

なくなった。

問題は「生産人員の３５％以上」から「従業員総数の２５％以上」に下限が

引き下げられたことにより「余剰」な障害従業員が生じた可能性があるこ

と，また１０人以下の障害者を雇用していた福祉企業も従来得ていた福祉企

業への税制優遇措置を受けられなくなったことである。さらに，現行の税

制優遇政策は，従来の増値税，企業所得税等に対する優遇措置と比べて悪

化し，還付に依存していた福祉企業は運営資金繰りに困ることとなった。

従来，増値税については障害従業員が生産人員の５０％以上を占める福祉企

業の場合は全額還付，企業所得税については障害従業員が生産人員の３５％

年 福祉企業数 障害従業員数（万人）

１９８５ １４，８７２ ２３．２

１９９０ ４１，８２７ ６３．８

１９９５ ６０，２３７ ９３．９

２０００ ４０，６７０ ７２．５

２００５ ３１，２１１ ６３．７

２０１０ ２２，２２６ ６２．５

表３ 福祉企業の状況

（出所）『中国統計年鑑』（各年版）を基に筆者作成。

第２章 中国の障害者雇用法制

65



以上の場合は全額還付とされてきた。新しい政策では，障害従業員一人当

たりの増値税の還付額を最高３万５０００元にとどめ，企業所得税は障害従業

員に実際に支払った賃金の１００％の事前控除しか受けられなくなった。これ

らにより，福祉企業を継続するあるいは障害者雇用集中単位を設立するイ

ンセンティブは減少し，わざわざ福祉企業の認定資格を放棄して障害従業

員を削減するところも出現している（２０）。

第４節 分散就業

１．障害者割当雇用制度

雇用単位は，一定の比率に基づいて障害者の雇用を確保しなければなら

い。この比率は，当該雇用単位の従業員総数の１．５％を下回ってはならない。

ただし，具体的な比率は省，自治区，直轄市の政府が当該地区の実情に応

じて定めることになっている。地区を跨いで障害者を雇用した場合も，雇

用すべき障害従業員の数に算入する（２１）（障害者就業条例第８条。以下，同条例）。

雇用単位が法律に基づく必要な比率の障害者を雇用しない場合，障害者

連合会は労働保障部門に所属する労働監察組織に対して当該雇用単位の労

働監察を実施し，比率に基づいた障害者の雇用を確保するよう監督の実施

を要求することができる。雇用単位が，所在地の省，自治区，直轄市政府

が規定した比率を達成することができない場合は，障害者就業保障金を納

付しなければならない（第９条）。障害者就業保障金は，地方の関連規定に

基づいて，当該年度の不足人数に前年度の当該地区従業員の一人当たり年

平均賃金を乗じて求める（２２）。なお，中国でも障害者就業保障金は，障害者

雇用率に基づいて障害者を雇用することが難しい場合に，暫時，他の方式

によって法定の義務を履行するものであると位置づけられている（中国残疾

人聯合会教育就業部ほか［２００７：３１―３２］）。

本条例に違反して雇用単位が規定に基づく障害者就業保障金を納付しな

い場合は，まず財政部門が警告を与えて期限を設定して納付するよう命じ，
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期限を過ぎてもなお納付しない場合は未納付額のほか，未納付日から起算

して１日につき０．５％の滞納金を加算することになっている（第２７条）。障害

者就業保障金は財政予算に納め，もっぱら障害者の職業訓練ならびに障害

者の就業サービスおよび就業援助の提供のために用いる。障害者就業保障

金の徴収，使用，管理の具体的な方法は，国務院の財政部門が関連部門と

ともに定め（第１６条），具体的な事業は県レベル以上の障害者労働サービス

機構が行う。障害者就業保障金は国家に納められて他の政府基金項目と統

一的に財政予算のなかで管理され，支出も財政部門が承認した予算または

計画に基づいて使用される（２３）。

障害者就業条例が障害者雇用率を最低１．５％と定めたのは，第１に障害者

保障法の実施規則などの形で条例に先立ち地方が定めた障害者雇用率の比

率がすべて１．５％から２．０％の間にあったこと，第２に２００６年第１四半期現在，

都市部従業員の総数が１億１３００万人いるなか，都市部の障害者割当雇用制

度に基づく雇用は１２６万６０００人であり，計算すると障害者が占める割合は

１．１２％前後であったからであるとされる（中国残疾人聯合会教育就業部ほか

［２００７：２８―２９］）。

２．障害者雇用率の運用状況

障害者就業条例では，地方の実情が反映されるよう障害者雇用率につい

ては，省，自治区，直轄市の政府が当該地区の実情に応じて従業員総数の

１．５％を下回らない比率で定めることとしている。また，雇用単位が，その

比率を達成できない場合に納付する必要がある障害者就業保障金について

も，地方の関連規定に基づいて，当該年度の不足人数に前年度の当該地区

従業員の一人当たり年平均賃金を乗じて求めることが障害者就業保障金管

理暫定規定で定められている。中国障害者連合会は，中央で定められたこ

れら原則は地方が遵守すべき最低限の基準であり守られているとする（２４）。

しかし，地方が定めた実施規則を検討すると，実際には最低限の基準が緩

和されたり，解釈が一律でなかったりすることがうかがわれる。

障害者雇用率については，たとえば，福建省は障害者就業条例実施規則（２５）
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において，障害者雇用率を１．６％に設定しているものの，ダブル・カウント

の対象を広げている。重度の視覚障害者（盲人）については，盲人１名を２

名として計算されることが通知で認められているが，福建省は，（１）１，２

級の視覚障害者，（２）１，２級の肢体障害者，（３）３，４級の知的障害およ

び精神障害者をダブル・カウントの対象として加えている。また，江蘇省

の「比率に応じた障害者就業の配置規則」（江蘇省按比例安排残疾人就業辧法）

では，盲人あるいは重度肢体障害者は２名としてカウントできると規定し

ているほかに，日本の特例子会社のように福祉企業または障害者の労働就

業サービス機構の設立に直接投資した雇用単位は，その福祉企業または労

働就業サービス機構の障害者を当該単位の障害者総数に算入することがで

きるとしている（辧法第９条）。深�市は，障害者雇用率を前年度のポスト
に配属されている平均従業員数の０．５％とし，盲人および１級の肢体障害者

をダブル・カウントしている（２６）。深�市障害者就業保障金徴収実施規則が
根拠としている広東省の規則（２７）は障害者就業条例に従って障害者雇用率を

１．５％と定めているにもかかわらず，深�市がなぜそれを下回る比率を設定
しているのかは不明である。

障害者就業保障金については，たとえば，上記福建省の実施規則は障害

者雇用率１．６％を達成しない場合，当該雇用単位は前年度の当該雇用単位の

従業員平均賃金の６０％に照らして不足人数分の障害者就業保障金を納付す

るものと定めている。深�市は，経済状況の悪化を理由に，２００９年に，従
来前年度の深�市全体の従業員平均賃金の８０％だったものを６０％に下方修
正している（２８）。さらに，深�市は同様の理由で障害者就業保障金を徴収す
る対象を，ポストに配属された平均従業員数が２０人以上の雇用単位とし，２０

人に満たない雇用単位の納付を免除している。したがって，深�市では０．５％
の障害者雇用率を達成できなかった雇用単位は，２０人未満の雇用単位を除

き，ポストに配属された前年度の深�市全体の従業員平均賃金の６０％に不
足人数分を乗じて納付するだけとなっている。障害者雇用の促進という本

来の目的とは離れた要因――変動する企業の経営環境――で障害者就業保

障金を上下させている。上海市障害者分散配置就業規則（２９）では，上海市が

定める前年度の在職従業員平均数の１．６％を達成しなかった場合，当該雇用
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年 新規就業者数
就業形態

割当雇用 集中就業 個人その他
の就業形式

１９９６ １６．２ ２．５ ５．２ ８．４
２０００ ２６．６ ７．２ ７．１ １２．３
２００５ ３９．１ １１．０ １１．４ １６．７
２００６ ３６．２ ９．９ １０．３ １６．０
２００７ ３９．２ １１．５ １１．９ １５．８
２００８ ３６．８ ９．９ １１．３ １５．６
２００９ ３５．０ ８．９ １０．５ １５．６
２０１０ ３２．４ ８．６ １０．２ １３．７

表４ 都市部障害者の新規就業者数
（単位：万人）

（出所）『中国統計年鑑』（各年版）を基に筆者作成。

単位は前年度の従業員賃金総額の１．６％を障害者就業保障金として納付する

こととなっている。ただし，前年度の従業員平均賃金が全市従業員の前年

度の平均賃金の一定比率以上になった場合，その比率を超過した部分は障

害者就業保障金として納付すべき基数には算入しないことが定められてい

る。

少なからぬ雇用単位が障害者就業保障金を納付することを好む傾向があ

り，一般企業での障害者雇用は進んでいない。障害者保障法，障害者就業

条例で障害者の一定比率の雇用が義務化されているにもかかわらず，多く

の障害者は従来の福祉企業など障害者集中雇用単位で雇用されるか，個人

で自営業を始めるしかない。都市部で当年に新規で就業した障害者のうち

３割が企業などの障害者割当雇用制度に基づいて就業しているものの，３

割は福祉企業などの集中就業，そのほか４割以上は障害者が自ら個人経営

その他の形式で事業を始めて就業している（表４）。２００５年までは障害者割

当雇用制度による新規就業は徐々に増加していたものの，政府の割当雇用

制度の推進の努力と比して効果は上がっていない（馬［２００７：１６９］）。

３．公的部門での障害者雇用

障害者就業条例は，政府機関，団体，企業，事業および民間非企業の組
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織を雇用単位と位置づけ，すべてに雇用率に基づく障害者雇用を義務づけ

ている。しかしながら，共産党などの党政機関や政府機関自身が障害者雇

用に積極的でないことが指摘され問題となっている（上海市労働和保障学会

残疾人労働服務機構工作委員会課題組［n.d.：４］，馬［２００７：１９２］）。

障害者の公務員採用が進まない理由のひとつに欠格条項の存在が挙げら

れる。１９９３年に国務院が制定した「国家公務員暫行条例」では公務員の採

用について身体条件による制限は設けられていなかったが，採用に関して

人事部が定めた１９９４年の「国家公務員採用暫定規定」（３０）では「健康（身体健

康）」が公務員試験受験の資格要件とされた。伝統的に障害者は「不健康」

とみなされてきたという歴史がある（馬［２００７：１７７―１７８］）。このため，具体

的な職位やポストで必要な身体条件とは関係なく，部門毎の採用基準やこ

れに準拠した地方政府の採用において，特定の機能障害については資格な

しとしたり，筆記試験で合格しても事後的に健康診断で不合格としたりす

ることが続いてきた。

その後，２００５年に制定された「国家公務員法」（３１）では「正常に職責を履行

できる身体条件を具備する」（第１１条）ことが公務員の条件とされ，具体的

基準として同年に「公務員採用身体検査一般基準（試行）」（３２）が公布された。

実施前は一律ほとんどの障害者は公務員試験から排除されてきたが，身体

基準が細分化されたことで一部の障害者には受験資格が与えられることに

なった。たとえば，基準のない小人症，肢体障害者は自動的に不合格にな

ることはなくなった。しかし，両眼の矯正視力は０．８以上必要とされ，聴力

は補聴器をした両耳で３メートルの距離のささやき声が聴き取れることが

条件とされた。また，精神障害の病歴を有する者も不合格とされた。この

ように，視覚障害者，聴覚障害者，精神障害者のほか多くの障害者に対す

る制限は依然として維持され，原則として公務員に採用されないことになっ

ている。公務員の採用基準は多くの事業単位の人事管理の参考にされ，従

業員を募集するときに準拠されているので，少なからぬ負の影響を与えて

いる（馬［２００７：１８０］）。
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４．公益性ポストの開発

一般企業・事業への障害者割当雇用制度に基づく就業のほか，これまで

地方政府は社区などのコミュニティーレベルでの就業ポストを優先的に障

害者に提供してきた。たとえば，清掃，緑化保護，駐車スペースの管理，

資源回収，新聞雑誌の販売などである。しかし，前項で述べたように政府

機関を中心に雇用率の未達成状況が続いており，それに対応する方法とし

て，「中国障害者事業第１２次５カ年発展綱要」（３３）では，「百万障害者就業プロ

ジェクト」を実施することが定められた。障害者事業の就業に関する主要

任務と政策措置としては，割当雇用政策を完全に実施し，党政機関，人民

団体，事業単位および国有企業が率先して障害者を配置し，各種障害者が

各種雇用単位に雇用率に基づいて就業できるよう促進することが掲げられ

た。このなかで，障害者雇用率就業ポスト留保制度（残疾人按比例就業崗位

預留制度）を徐々に構築していく方針が示され，政府が開発する障害者の就

業に適した公益性ポストには障害者を優先的に手配すべきであることが示

された。

すでに一部の地方政府ではその方針に沿って規定の改正が行われている。

たとえば，北京市は２０１１年改正の「障害者保障法実施規則」（３４）のなかで，北

京市内の国家機関，事業単位，国有または国有持株会社が障害者の就業の

法定比率を達成していない場合，従業員募集の際には一定数のポストにつ

いて，公開・平等・競争・優秀さの原則と手続きに従って，ポストの要求

に合致する障害者を採用する方向で単独の枠を設けることを要求する条項

を追加した（第３１条第２段）。新規に職員を募集する場合は，一定のポストを

障害者のために留保するというものである。また，第３４条は，政府が投資

または援助して開発した公益性ポストは，ポストの性質および障害者の特

徴に基づいて，優先的に障害者の就業を配置すべきであることを定めた。

各レベルの人民政府および関連部門も障害者の特徴に適した公益性ポスト

を開発すべきであり，合理的で，近くで，便利であるという原則に基づい

て障害者の就業を配置することが求められている。
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第５節 労働の権利と差別禁止

１．労働の権利

憲法は，労働は公民の権利であり，義務であると定めているのに対して，

障害者保障法は，「国家は障害者の労働の権利を保障する」と規定し，労働

は障害者の権利であるとのみ定めている。国家の保障を謳う規定であるの

で，「義務」に言及していないことに違和感はないが，義務であることを定

めなかった理由はつぎのように説明されている。（１）本人の能力の問題。働

きたくても働けない。（２）サポートの問題。就業した後に十分なサポートが

必要だが，現状では障害者はサポートを得られないし，政府・社会も必要

なサポートを提供できない。（３）強制の問題。労働能力がなく，必要なサポー

トがない障害者にそもそも労働を強制することはできない。したがって，

義務の部分は免除しているとされる（３５）。しかし，このような恩恵的発想は

障害者権利条約が謳う権利に基づく考え方とは合致せず，むしろ労働人口

に含まれるべき障害者の枠を狭めているのではないかとの疑念が生じる。

こうした見方により，中国の障害者統計や失業統計においても，労働能力

を喪失したとされる障害者の数が過大に計上されていると思われる。たと

えば，２００６年の第２次全国障害者サンプル調査の結果に基づくと，未就業

の理由として労働能力の喪失を挙げている者の割合は，全体では１７％なの

に対して，障害者は５５％となっている（３６）。

２．差別の禁止

２００８年の障害者保障法の改正では，国連障害者権利条約の「障害に基づ

くあらゆる差別を禁止する」（第５条）に準じて，「障害に基づく差別を禁止

する」とする独立した一文が設けられた（第３条）。しかしながら，条約は

障害に基づく差別には「合理的配慮を行わないことを含む」（第２条）と規

定しているのに対して，障害者保障法には合理的配慮に関する明文の規定
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は存在しない。この点につき，全国人民代表大会常務委員会法制工作委員

会行政法室［２００８：１２―１３］は条約の定義を引用しながら，障害に基づく差別

はすべての形式の差別を含み，教育，就業における差別に限らず，障害者

に対する合理的配慮の提供を拒否するなどの不作為の状態を含むと解説し

ている。ただし，上述のとおり障害者保障法は合理的配慮については触れ

ていないため，中国の法実務から考え，解釈によって明文にない事項が適

用される可能性は低い（小林［２０１０a：７４］）。

一方，中国障害者連合会での説明は，中国に合理的配慮（合理便宜）とい

う新しい概念を導入するのは難しいので，バリアフリー化のなかで実質的

に盛り込むことで対処したとしている（３７）。労働分野においても合理的配慮

が行われた場合と実質的に同じ効果がある内容を定めたとされる。

障害者保障法をみると，労働・就業における差別の禁止について，改正

法は従前の規定を引き継ぎ「従業員の募集，正職員への採用，昇級，職階

名審査，労働報酬，生活面の福祉，休憩休暇，社会保険等の分野において，

障害者を差別してはならない」と定めている（第３８条第２段）。また，障害者

就業条例は，就業において障害者を差別することを禁止する一般的な規定

（第４条）のほかに，機関，団体，企業，事業単位および民間が設立した非

企業単位を含む「雇用単位は，障害者従業員に身体的条件に合致した労働

条件と労働保護を提供し，昇進，昇級，職階名審査，報酬，社会保険，生

活福祉等の方面について障害者従業員を差別してはならない」ものと定め

ている（第１３条）。差別については，採用のほか賃金や待遇において障害者

を差別してはならないことが定められているものの，何が差別にあたるの

か，また差別があった場合の罰則規定や救済手段については言及されてい

ない。

障害に対する調整に関しては，「障害者従業員の身体的条件に合致した労

働条件と労働保護を提供」することが定められている（第３８条）。中国障害

者連合会国際部の Zhang［２００７：５４４］は，この規定をもって中国は間接差別

を禁止し，障害従業員が必要とする労働と生活における必要な職場や関連

設備，施設の調整などの合理的配慮の提供を要求していると解釈している。

しかし，ここからは提供しなかった場合が差別にあたると読み込むことは
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できない。中国残疾人聯合会教育就業部［２００８：３６］においても，本規定の

基本的含意は，生産過程における労働者の生命の安全と健康を保護するこ

とにあるととらえて解説されている。身体条件にあった安全な労働環境の

提供が主たる目的であり，職務の遂行にかかわる合理的配慮を意図してい

るものではなく，障害者権利条約が雇用にかかわる事項として例示してい

る安全かつ健康的な作業条件（条約第２７条第１項（a））を盛り込んだにすぎ

ないと思われる。このように障害者保障法，障害者就業条例のいずれにも

明確な障害者差別の定義や基準，被害救済に関する規定はない。障害者差

別の現象が普遍的に存在しているにもかかわらず，差別を根拠として雇用

単位を訴えた裁判事例がほとんどみられないと指摘されていることからも

権利救済の面で課題が残るといえる（馬［２００７：１６４］）。

おわりに

中国は障害者権利条約の制定にも積極的にかかわり，障害者保障法を改

正し，障害者就業条例を制定するなど，障害者雇用について取り組んでき

た。５年ごとに制定される「障害者事業計画綱要」においても障害者就業

事業の実施方案が定められており，着実に進められている。しかしながら，

市場経済化の進展にともなって，障害者と非障害者との間の就業率や所得

の格差が広がっていることには注目しなければならない。量的な面では，

中国は集中就業制度や障害者割当雇用制度によって障害者の就業を促進す

る制度整備が進められてきたものの，地方での実施やその有効性には課題

があるようである。また，質的な面では，雇用単位側による施設のバリア

フリー化について若干の言及があり，差別禁止規定がおかれているものの，

障害当事者に合わせた合理的配慮については考慮がなされていない。

障害者の就業に関してはこの労働の質も軽視できない問題となっている。

たとえば，就業を実現した障害者のなかには，実際のポストへの配属がさ

れていない場合もある。また，ポストに就いている障害者は，同一労働同

一賃金が守られていたとしても，第１節でみたようにブルーカラーに偏り，
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単純労働や飲食業などのサービスが多く，技術を必要としない非熟練労働

が多い。それに対応して，収入も低く，福利厚生も低水準となっている（上

海市労働和保障学会残疾人労働服務機構工作委員会課題組［n.d.：３］）。この点，

Cui &Wharton［２０１０：２４３］も，障害者割当雇用制度は，福祉企業よりも若

干効果があるかもしれず，短期的には雇用された障害従業員の利益にかな

うかもしれないとしつつも，福祉企業も割当雇用制度のいずれも，障害者

は非障害者と平等であるという社会的観念の形成を妨げるかもしれないと

批判している。すなわち，中国は障害者割当雇用制度により一般企業への

障害従業員の雇用を推進しているが，人権の観点からはメインストリーム

に統合された障害従業員が「正規」の労働者であると受け入れられ，能力

に適した職務が与えられなければならないとする。したがって，現状の政

策は，障害者の雇用問題に対して，完全かつ満足な解決策であるとみなさ

れてはならず，より完全に人権を尊重した統合に基づいた選択肢がほかに

必要であるとする（Cui &Wharton［２０１０：２４５］）。

馬［２００７：１８４］も福祉企業のなかでは障害者が隔離され，障害者権利条約

が謳う障害者の尊厳の尊重とインクルージョンに反するおそれがあると指

摘している。ただし，馬は政府が福祉企業を直接的に支援し，障害者に就

業場所を提供すると同時に一般労働市場に出て競争できるような職業訓練

の場としていくことを提言している。前述のとおり，障害者雇用の柱をな

した福祉企業の経営環境は悪化し，その数は減少し続けているものの，今

なお主要な就業先となっている。したがって，業種や職種を多様化させ，

開かれた労働市場と連動させる雇用政策をとり，障害者権利条約との整合

性をとっていくことが重要であると思われる。障害者権利条約が求める差

別禁止やインクルージョンにより人権確保に向かうと同時に，開発途上国

において障害者が経済的自立を果たすためには政府による積極的なイニシ

アティブが不可欠である。そうした意味で，中国の障害者雇用の特徴のひ

とつである障害者のための福祉企業は障害者雇用のモデルとしてのポテン

シャルを少なからず有するといえよう。
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［注］

�１ 李惜 等［１９９６：１４］は，１６才から５９才までの労働能力および部分的労働能力を
有する障害者の就業率は５７％としている。

�２ 非障害者を含めた全体では農村部５７％，都市部４３％となっている。
�３ 「残疾人保障法」（１９９０年１２月２８日全国人民代表大会常務委員会制定，１９９１年５月
１５日施行；２００８年４月２４日修正，２００８年７月１日施行）。

�４ 「残疾人就業条例」（２００７年２月１４日国務院制定，２００７年５月１日施行）。
�５ 「労働法」（１９９４年７月５日全国人民代表大会常務委員会制定，１９９５年１月１日施

行）。
�６ 「就業促進法」（２００７年８月３０日全国人民代表大会常務委員会制定，２００８年１月１
日施行）。

�７ 就業促進法第１７条は，国家は企業が就業ポストを増加させ，失業者および障害者
の就業を扶助することを奨励し，以下の企業および人については，法律に従い税
制上の優遇を与えるとしている。障害者の就業に関しては，障害者を雇用してい
る比率が法定割合を達成している企業および障害者を集めて働かせている企業
（第３項）ならびに個人経営に従事する障害者（第５項）に対して優遇税制が適
用される。さらに，個人経営の障害者に対しては，関連部門は営業場所等につい
て優遇し，行政費用の徴収は免除されることになっている（第１８条）。
就業促進法第２９条は，国家は障害者の労働の権利を保障するものと定め，各レ
ベルの人民政府に対して障害者就業について統一的に計画を手配し，障害者が就
業できる条件を作り出すべきものとしている。一般の雇用単位については，従業
員の募集に際して障害者を差別してはならないことが記された。障害者の就業を
促進する方法として，各レベルの人民政府が特別な支援措置を採用する一方，雇
用単位は国務院が規定する具体的な方法に従って障害者の就業を手配するべきで
あることが定められている（第５５条）。

�８ ２００８年の改正において，障害者を集めて就業する福祉的単位から「工療機構」が
削除された。２００７年の「盲人按摩機構，工療機構およびその他障害者を集中して
配置する単位の資格認定方法」では，「工療機構」とは「集中就業とリハビリテー
ションが一体化した機構で，精神・知的等の障害者が適切な生産労働へ参加し，
リハビリテーション治療および訓練が実施される障害者を集中して配置する単位
であり，精神病院附設のリハビリテーション作業場，企業附設の工療作業場，基
層レベルの政府および組織が設立した工療ステーション等を含むとされる（「関於
印発《盲人按摩機構工療機構及其他集中安置残疾人単位資格認定辧法》的通知」
残聯発［２００７］２９号）。「工療」は直訳では「作業療法」を意味する。

�９ 中国障害者連合会は１９８８年に設立され，障害者自身の代表組織，社会福祉団体，
障害者事業の管理機構の３つの性格を備えもつとされる半官半民の組織。中央の
中国障害者連合会を頂点に，行政区画に合わせて地方の障害者連合会が設置され，
社会の隅々にネットワークが形成されている。

�１０ 原語は「職称評定」。「職称」は職業能力に基づいて付与される専門職種毎の職階
名。職場審査を経て行政機関に申請される。たとえば，エンジニアリング分野で
は，技術員，助理工程師，工程師，高級工程師の順でランクが高くなる。
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�１１ 第２９条は，本条例がいう障害者就業とは，法定就業年齢に該当する就業要求をもっ
た障害者が，報酬のある労働に従事することを意味すると定めている。

�１２ 雇用単位とは，政府機関，団体，企業，事業および民間非企業の組織をいう。企
業には国有企業，外国投資企業など各種所有制の経済組織を含む。ただし，被雇
用者が８人未満とされている個人経営企業（個体工商戸）のみが対象外とされ，
障害者割当雇用制度の義務から免除されている（中国残疾人聯合会教育就業部ほ
か［２００７：１５―１３］）。

�１３ 民政部・財政部・中国残疾人連合会等「社会福利企業管理暫行辧法」（民福発［１９９０
年］２１号）。２００７年の「福利企業資格認定辧法」により廃止。

�１４ 「国務院辧公庁関於保留部分非行政許可審批項目的通知」（国辧発［２００４］６２号）
および「国家税務総局，民政部和中国残疾関於促進残疾人就業税収優恵政策征管
辧法的通知」（国税発［２００７］６７号）。

�１５ 「社会福利企業管理暫行辧法」（民福発［１９９０］２１号）。
�１６ 財政部・国家税務総局「関於促進残疾人就業税収優恵政策的通知」（財税［２００７］
９２号）。増値税は物品販売等，営業税は役務に対する課税。

�１７ 「民政部関於印発《福利企業資格認定辧法》的通知」（民発［２００７］１０３号）。
�１８ 「関於印発《盲人按摩機構工療機構及其他集中安置残疾人単位資格認定辧法》的

通知」残聯発［２００７］２９号）。
�１９ 企業の閉鎖，生産の停止，企業の合併，産業の転換。
�２０ 上海市障害者連合会からのヒアリングによる。
�２１ 本条項の意味は，第１に，雇用単位が障害者割当雇用制度に基づく障害者雇用の
義務を果たすよう，雇用にあたっては戸籍所在地の制限を受けないことを明示す
ることによって，当該地区内では人材が不足し，地区外からは障害者を雇用でき
ないということを未達成の理由とさせないためである。第２に，もともと中国は
戸籍制度によるさまざまな制約があるが，地方政府が地区内の障害者を優先して
雇用させることを意図して，障害者雇用率への算入は地区内の障害者のみとする
制限を設けさせないためでもある（中国残疾人聯合会教育就業部ほか［２００７：３０］）。

�２２ 「関於発布《残疾人就業保障金管理暫行規定》的通知」（財綜字５号）第２条。
�２３ 財政部・中国人民銀行印発了「関於将部分政府性基金納入預算管理的通知」（財預

［２００２］３５９号）２００２年６月２５日。ただし，これ以前は財政部の規定に従い予算外
資金として管理した。

�２４ 中国障害者連合会からのヒアリングによる。
�２５ 「福建省実施《残疾人就業条例》辧法」（２０１０年７月３０日公布，２０１０年９月１６日施

行）。
�２６ 「深�市残疾人就業保障金徴収実施辧法」（２００５年１０月８日公布，施行）。
�２７ 「広東省分散按比例安排残疾人就業辧法」（２０００年７月２８日公布，２０００年１０月１日
施行）。

�２８ たとえば，「深�市残疾人就業保障金徴収標準下調」（http : //www.hbdpf.org.cn/
News/ShowArticle.asp?ArticleID=１５９１３, visited February２１,２０１１）参照。

�２９ 「上海市残疾人分散安排就業辧法」（１９９３年１２月２０日公布，２０００年５月１１日修正）。
�３０ 「国家公務員録用暫行規定」（人録発［１９９４］１号），１９９４年６月７日。
�３１ 「国家公務員法」２００５年４月２７日全人代常務委員会制定，２００６年１月１日施行。
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�３２ 「公務員録用体検通用標準（試行）」（国人部発［２００１］号）２００５年１月１７日人事
部・衛生部。

�３３ 「中国残疾人事業“十二五”発展綱要」（２０１１年５月１５日国務院発表）。
�３４ 「北京市実施〈中華人民共和国残疾人保障法〉辧法」２０１１年１１月１８日採択。
�３５ ２０１０年１２月の中国障害者連合会からのヒアリングによる。
�３６ 障害種別では，視覚障害者５４％，聴覚障害者４２％，言語障害者４１％，肢体障害者
５７％，知的障害者６４％，精神障害者６０％，重複障害者６９％となっている（第二次
全国残疾人抽様調査弁公室［２００７b］）。

�３７ ２０１０年１０月の中国障害者連合会からのヒアリングによる。障害者権利条約第３５条
にもとづく４年ごとの締約国の「実施状況報告」においても「関連の法律，法規，
政策，措置等が具体的に障害者への合理的配慮の提供を体現している」と主張し
ている（CRPD/C/CHN/１,８February２０１１）。
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